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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、第一に、アフリカの乾燥地域に分布する牧畜社会の

人々が歴史的に培ってきた知識や技術、社会関係や文化など（「ローカル・プラクティス（LP）」）

を再評価すること、第二には、この社会の開発＝発展のために LP を活用する道を探究すること

である。東アフリカの 4 カ国、12 民族について現地調査を実施し、人々が LP に基づきながら

激動する生態・社会環境に対処している様態を解明し、LP が開発＝発展に対してもつ潜在力を

総合的に再評価し、それを援用する道に関する考察を深めた。 

 

研究成果の概要（英文）：This study assumed that East African pastoral societies have their 

own knowledge, technologies, social relations and cultures (“Local Practices [LPs]”), 

and aimed to identify and evaluate LPs, in order to utilize LPs for the development of 

these societies. Field surveys were conducted among twelve ethnic groups in four East 

African countries. The study found that people were coping with rapidly changing 

ecological and social environments based on their own LPs, and concluded that the 

potentials of these LPs were of great use for the development of these societies. 
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１．研究開始当初の背景 
アフリカの牧畜社会は、国民国家の中心を

占めていることは少なく、つよく乾燥した辺

境地域に分布しているために、世界システム
のなかでもっとも抑圧され、開発＝発展から
排除されてきた存在である。そして、この地
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域における旱魃や飢餓の問題が、世界中のマ
スコミの注目を集めるようになった 1970 年
代以来、国際援助機関などによって開発計画
が実施されてきたが、その多くは失敗に終
わったばかりではなく、環境破壊や貧富の差
の増大といった、ときには破滅的な負の影響
をおよぼしてきた。 

一方、この地域では、たび重なる旱魃の影
響、市場経済の浸透、学校教育や近代医療の
普及、国家の司法や行政システムへの包摂な
どによって、生態学的・社会的な環境が激動
している。これに対して人びとは、食糧や収
入を確保するための手段を多様化し、さまざ
まなサービスや情報へのアクセスを切り拓
きながら生存の道を模索している。 

このような状況のもとで、この地域の開発
＝発展がいかに実現されるべきなのかにつ
いて、生態学、地理学、経済学、人類学、開
発学などの分野から多くの研究が実施され
てきたが、いまだに明確な方向性が見いださ
れていない。さらにまた、開発支援が失敗し
てきた原因としては、なるべく多数の家畜を
飼養しようとする牧畜民は環境保全に対し
て無責任であるとか、家畜を市場に出したが
らない保守的な行動をとる、といったように、
牧畜自身に責任があるという議論もなされ
てきた。つまり、牧畜社会の「伝統」を変え
なければ合理的な環境保全や開発はできな
い、といわれてきたのである。 
 
２．研究の目的 

本研究の参加者はこれまでに、東アフリカ
牧畜社会を対象にして、社会生態、経済的・
社会的諸関係、民族間関係、コミュニケー
ションと文化、病気と儀礼、教育開発などに
関する研究にたずさわってきた。その過程で
私たちは、現在、この諸社会が直面している
諸問題が、いかに切実であるかを痛感し、緊
急に対処の方策を探究すべきであるという
共通の関心をもつようになった。そして、
（１）在来の知識や技術、相互扶助を重視す
る社会関係、対面的なコミュニケーションの
様式、儀礼や象徴的表現など、この社会の人
びとが培ってきた技術・経済・社会・文化の
諸側面を「ローカル・プラクティス」（LP）
として再評価し、（２）人びとが LP に基づき
ながら激動する環境に対して複雑なやり方
で対処している様態を解明し、（３）従来の
開発計画の失敗要因を牧畜社会に特徴的な
LP との関連において再検討し、（４）LP を活
用する新しい開発＝発展の方途を考察する
基礎研究を実施する必要性を認識するに
至った。 
 
３．研究の方法 

本研究を実施したのは、東アフリカのケニ
ア共和国、ウガンダ共和国、エチオピア連邦

民主共和国、タンザニア連合共和国の４ヵ国
であり、具体的に対象としたのは、以下の 12
の民族である。すなわち、ケニアではトゥル
カナ、サンブル、マサイ、アリアール、レン
ディーレ、ガブラ・マルベ、チャムスの７つ、
ウガンダではドドス、カリモジョン、セベイ
の３つ、エチオピアではガブラ・ミーゴとダ
サネッチの２つ、そして、タンザニアのマサ
イである。 
研究方法としては、フィールドワークに

よって参与観察と個別面接を実施して一次
資料を収集・分析し、また、関連文献資料の
収集と分析をおこなった。最初の２年間は、
資源をめぐるローカル・プラクティス（LP）
を解明するための現地調査に重点をおいた。
次の１年間には、従来に実施されてきた開発
計画に関する報告書を収集・解析して、それ
がなぜ失敗してきたのかを明らかにした。同
時に、具体的にその開発計画が実施された地
域において現地調査を実施し、地元住民が開
発計画をどのように認識・解釈し、対応して
いたのかを明らかにし、失敗の原因を LP と
の関連において分析した。そして最終年度に
は、牧畜社会の開発＝発展にとって有用な知
識や技術、社会組織や文化といった LP の潜
在力を発掘し、それを開発計画に活用するた
めの道を考究した。 
 

４．研究成果 
（１） 資源へのアクセスおよび資源の配分

に関わる LP の解明 
家畜のえさとなる植物や水場などの生態

資源へのアクセスに関しては、牧畜社会の人
びとは土地を私有せず、なんらかの集団が特
定の土地を優先的に利用する権利をもって
いても、それはけっして排他的なものではな
く、交渉をとおしてほかの集団のメンバーも
それを利用できるというように、生態資源を
柔軟に利用するシステムが重要な LP として
抽出された。また、教育や医療、家畜の病気
治療などのサービス資源に対するアクセス
や、家畜を売買するマーケット、食糧援助、
開発計画の実施、都市部での労働などの経済
資源に対するアクセスに関しても、牧畜社会
の人びとは排他的なアクセスを主張しない
という、柔軟な LP をもっていることが明ら
かになった。 
経済資源の配分に関する LP としては、家

畜の所有および利用方法を調査したところ、
家畜の維持管理を共同でおこなう拡大家族
などの集団のなかでは、肉やミルク、家畜を
売却して得た農作物がメンバー間で分配さ
れるという共同体的な規範がつよく維持さ
れていた。しかし、その一方で、都市部での
賃金労働などによって得た現金で購入した
家畜に対しては、個々人がよりつよい個人的
な所有権を主張し、その生産物を独占的に利



 

 

用するという新しい傾向が出現しているこ
とも明らかになった。 
（２） 激動する生態環境・社会環境に対す

る LP に基づいた対処方法 
東アフリカ牧畜地域では、この 20 年ほど

のあいだに旱魃の頻度や強度が高くなって
いる。また、民族間の武力衝突といった社会
的・政治的要因が、土地や水場、あるいやサー
ビス資源への柔軟なアクセスといった在来
の LPが発揮されることの障害となっている。
この地域では、スーダン、ソマリア、エチオ
ピア、ウガンダの内戦にともなって小火器が
ひろく流通しており、また、警察や軍隊から
多くの銃弾が横流しにされている。そして、
民族間の紛争が激烈になって多くの死傷者
を出し、各国政府の鎮圧政策はほとんど効果
をあげていない。そのために民族間の境界域
にはおおきな無人ベルトが出現し、生態資源
が十分に利用されていないし、サービス資源
や経済資源へのアクセスの障害となってい
た。 
しかし、その一方で人びとは紛争の鎮静化

のために LP を生かしつつ、現代的な実践を
おこなっていた。たとえば、長老を中心とし
て和平会議を開催し、それに国会議員や役人
を参加させたり、あるいは、ローカル NGO が
携帯電話を利用しながら近隣民族との連絡
を密にして紛争解決活動に従事するなど、国
家機構や現代的な組織・技術が、LP を基礎と
しながら活用されていた。また、対立民族と
の前線に住む人びとは、防御のために大規模
な集落を形成して生態資源の効果的な活用
に努め、その集落に家畜を失った人びとを居
住させるなどの相互扶助を自発的におこ
なっていたが、これも LP に基礎をおく実践
である。 

ただし、現代的な政治状況のもとで在来の
LP に反するような行動も見られた。具体的に
は、国会議員などの政治家が選挙活動のなか
で民族アイデンティティを政治的に利用し、
民族間の対立を煽動することにより、資源へ
のアクセスや配分の際に「誰に権利があると
みなすか」について、従来には見られなかっ
た排他的な線引きがおこなわれるという事
態が出現していた。 
（３） 従来の開発計画の失敗要因とLPとの

関連性の解明 
 従来の開発計画の多くは、牧畜民を定住化
させ、私有化した土地を配分して市場向けに
家畜の肉や乳製品を生産させることを目的
としており、そのために、井戸や道路の整備、
家畜の改良品種の導入、家畜の病気のコント
ロールなどがおこなわれてきた。しかし、こ
うした介入は、柔軟な土地利用を妨げるとと
もに、外部から投入される資金が不平等に配
分されたり私物化されるという結果を招来
し、放牧地の環境破壊、資源をめぐる争いの

激化、貧富の差の拡大といった負の影響をお
よぼしていた。その原因は、ひとつには、牧
畜社会における時間的・空間的な移動性の高
さ、そして柔軟な土地利用体制という LP を
無視し、それを消滅させてきたことによる。
同時にこうした開発計画は、相互扶助という
社会保障を実現するための柔軟な社会組織
という LP を活用できず、むしろ逆に、在来
の組織を分断し、差異を固定化してしまった
ことが明らかになった。 
（４） LP を活用した新しい開発＝発展の方

途に関する考察 
 本研究の成果を総合して、牧畜諸社会に見
られる LP の共通性を高次の次元で抽出した
結果、①柔軟性、②即興性、③対面的コミュ
ニケーション能力、④相手の能動性を引き出
す能力、⑤ブリコラージュ能力という５点の
LP が、リスクを軽減するための高次の在来技
法として抽出された。また、こうした LP を
開発計画の実施に活用するためには、牧畜民
自身の主体性を十全に発揮させる必要があ
ること、そして、民族間の紛争と治安の悪化
が開発＝発展の大きな障害となっているこ
とが明らかになった。 
 本研究では、東アフリカの牧畜社会を対象
として、現地の人びとの LP を発掘／復権／
活用する道を模索したが、これは、従来の開
発計画が一般的に、開発＝発展を単なる技術
的な問題と見なし、経済的な発展のみを追求
してきたことに対して根源的な再考を促す
試みであった。すなわち従来の開発は、技術
革新や市場原理の導入を普遍的な原理とし
てきたが、本研究は、それを西欧近代に特有
の価値観として相対化し、特定の場所や状況
と密接に結びついた実践的な LP こそが、開
発の場で活用されるべきであることを明ら
かにした。 
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